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1. 島根県のプロフィール



島根県のプロフィール ① 【島根県ってこんなとこ】

県庁所在地 松江市

 県庁所在地の松江市は、東西に「中海（なかうみ）」と「宍道湖（しんじ

こ）」という二つの湖を擁し、かつて城下町として栄えた一体には堀

川が流れる「水の都」

 歴史的建造物・遺跡等も多く、古き良き街並みが広がっている

 京都、金沢と並び「日本三大菓子、茶処」として知られている松江は、

「松平不昧公（松江藩松平家7代目藩主・松平治郷）」が創設した茶道

の流派「不昧（ふまい）流」とともに「茶の湯」の文化が人々の生活に

根付いている

総人口 649,235人
2023年10月
県推計人口

生産年齢人口 345,099人
2023年10月
県推計人口

面積 6,708km2 全国第19位

県内総生産（名目） 2兆6,707億円
2021年度

島根県県民経済計算

1人当たり県民所得 290.9万円
2021年度

島根県県民経済計算

前年対比

+2.7%

前年対比

+4.3%
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島根県のプロフィール ② 【観光】

3

出雲大社（出雲市）
主祭神は縁結びの神様「大国主大神」
神在月（旧暦10月）には良いご縁
を求めて全国から毎年多くの参拝
客が訪れる（写真：出雲大社 御本殿）

石見銀山遺跡（大田市）
2007年に世界遺産に登録
周囲の自然と一体となった文化的
景観を形成している

(シロイルカ「幸せのバブルリング」 ® ）

島根県立しまね
海洋館アクアス（浜田市）
中四国最大級の水族館

西日本でシロイルカに会えるの
はここだけ

隠岐ユネスコ
世界ジオパーク（隠岐郡）
2013年に世界ジオパークに認定
日本海の荒波が
生んだ絶景

出雲日御碕灯台（出雲市）
石造灯台としては日本一の高さ
を誇る43.65ｍの白亜の灯台

足立美術館（安来市）
5万坪に及ぶ日本庭園は米誌
ランキングで21年連続1位に
選出されている

美肌ランキング（写真：玉造温泉）
「POLA美肌県グランプリ」では
全国１位を何度も受賞

しまね和牛
2022年、全国の銘柄牛が肉質
を競う2大大会で全国初、二冠
を達成（写真：島根県畜産課）

観光スポット

イチバンあれこれ
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78

灯台
日本
庭園

美肌 食

松江城（松江市）
現存する12天守のうち唯一の
正統天守閣であり2015年7月
に国宝に指定された

1 2 3

4 5

6 7 8



島根県のプロフィール ③ 【美肌県しまねの温泉】

1
2

3

7

6

5
4

 「美肌県しまね」は気象条件だけではなく、美肌を育む成分がぎっしり詰まっている温泉地が60箇所以上あり、「温泉の宝庫」と呼ばれている

玉造温泉 （松江市）

清少納言の「枕草子」でも三名泉とし

て紹介されており、その泉質は高級

化粧水レベルと評価されている

松江しんじ湖温泉 （松江市）

地下1250mから掘削した高温の源泉

は保湿効果に優れている

「日本三美人の湯」と呼ばれており、

その効能はアンチエイジングにも効

果的

湯の川温泉 （出雲市）1 2 3

出雲国風土記に残る、いにしえの温

泉地のお湯は弱アルカリ性でリラッ

クス効果も抜群

海潮温泉 （雲南市）4

4

美又温泉 （浜田市）

古くから日本屈指の「美肌・美人の

湯」と知られ、とろとろの美容液のよ

うなお湯を求めて全国から人々が訪

れる

6 匹見峡温泉 （益田市）

清流・高津川の支流である匹見川の

上流に位置する秘湯であり、まろや

かな肌当たりのお湯は日々のストレ

スをやわらげてくれる

7温泉津温泉 （大田市）

世界遺産「石見銀山」の一角のレトロ

な街並みが広がる温泉街にあり、塩

分と炭酸ガスによるダブルの効果で

ピカピカの肌に

5
ゆ の つ

たまつくり ま つ え こ ゆ か わ

う し お み ま た ひきみきょう



島根県のプロフィール ④ 【特産品・生産品】

順位 生産重量 （千t） 生産額 （億円）

1 愛知県 1,262.9 愛知県 2,413.3

2 島根県 169.4 島根県 432.0

3 福島県 166.0 福島県 407.9

4 栃木県 147.1 栃木県 401.9

5 長野県 106.0 福岡県 304.6

出典：社団法人日本鋳造協会ホームページ

銑鉄鋳物業界の都道府県ランキング（2023年）

邑南町

松江市

安来市

奥出雲町

出雲市

大田市

江津市

吉賀町

出雲そば

しじみ

ノドグロ

牡丹（ぼたん）

岩ガキ

食・花

出雲そば
 そばの実を皮ごと挽いており、黒っぽい色と強い風味が特徴

 朱塗りの丸い器「割子」に盛り付けて食べるのが一般的

しじみ
 海水と淡水が混じり合う汽水湖で育った「しじみ」は大粒で濃厚な旨味が

特徴

ノドグロ

 浜田漁港で水揚げされるノドグロは脂の乗りが抜群で最高の風味

 厳しい規格に合格した「どんちっちブランド」として、アジ・カレイとともに

全国展開している

岩ガキ  春から夏に旬を迎える島根の海で育った岩ガキは、肉厚でボリューム満点

牡丹（ぼたん）
 島根県の県花でもある「牡丹（ぼたん）」は中海に浮かぶ大根島（松江市）

でおよそ300年前から栽培されている

産業集積

鋳造関連産業 鋳造関連産業が盛んで、事業規模が大きく、技術レベルが高いことも特徴

特殊鋼関連産業
世界的に有名な特殊鋼ブランド「YSSヤスキハガネ」の開発・生産・加工の

拠点
鋳造関連会社 5社
特殊鋼関連会社 1社

鋳造関連会社 1社
特殊鋼関連会社 9社

鋳造関連会社 1社

鋳造関連会社 6社
鋳造関連会社 1社

鋳造関連会社 1社

鋳造関連会社 2社

鋳造関連会社 3社
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全国に先駆けて子育て支援の強化に取り組んだ結果、

合計特殊出生率の全国平均以上を維持し続けている

島根県のプロフィール ⑤ 【しまねの暮らし】

出典：令和5年人口動態統計表〔厚生労働省〕

出典：令和6年保育所関連状況とりまとめ〔こども家庭庁〕

保育所待機児童率 0.00%

合計特殊出生率 島根県 1.46 全国平均

1.20

通勤・通学時間
（土日を含む週全体の平均）

往復 1時間1分 全国平均

1時間16分

6歳未満の子供を持つ

夫の家事関連時間
2時間13分 全国平均

1時間54分

出典：令和3年社会生活基本調査〔総務省統計局〕

出典：令和3年社会生活基本調査〔総務省統計局〕

睡眠時間
（土日を含む週全体の平均）

8時間00分 全国平均

7時間54分

出典：令和3年社会生活基本調査〔総務省統計局〕

刑法犯の認知件数の

少なさ
1,834件

10万人あたり

交通事故

116.4件
全国平均

240.8件

ボランティア活動の

年間行動者率
25.6%

10歳以上

全国平均

17.8%

出典：令和5年版警察白書〔警察庁〕

出典：社会生活統計指標2024 〔総務省統計局〕

出典：社会生活統計指標2024 〔総務省統計局〕

発生件数

死傷者数 129.5人
全国平均

287.5人

育児をしている

女性の有業率
86.8%

全国平均

73.4%

出典：令和4年就業構造基本調査〔総務省統計局〕

3位

10万人あたり

一般診療所数
106.6施設

全国平均

83.1施設

出典：社会生活統計指標2024 〔総務省統計局〕

2位

65歳以上人口10万人あたり

介護老人福祉施設数
40.2施設

全国平均

23.2施設

出典：社会生活統計指標2024 〔総務省統計局〕

1位

1位

2位

1位

少なさは

少なさは
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2. 島根県財政の状況



普通会計決算の状況 （1） 収支と主な財政指標

項目 令和4年度決算 令和5年度決算

収
支

歳入総額 5,999億円 5,615億円

歳出総額 5,640億円 5,281億円

形式収支 359億円 334億円

翌年度繰越財源 152億円 159億円

実質収支 207億円 175億円

実質単年度収支 190億円 22億円

残
高

県債残高 8,860億円 8,705億円

基金残高 452億円 527億円

うち減債・財政調整基金 246億円 277億円

指
標

財政力指数 0.25373 0.25491

経常収支比率 90.1% 86.4%

健
全
化

判
断
比
率

実質赤字比率 該当なし 該当なし

連結実質赤字比率 該当なし 該当なし

実質公債費比率 6.4% 6.5%

将来負担比率 165.1% 161.8%
※ 「基金残高」には減債基金の満期一括勘定分は含んでいない
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県税

957 
17%

繰入金

100 
2%

諸収入

501 
9%

繰越金ほか

452 
8%

地方交付税

1,918 
34%

国庫支出金

1,008 
18%

地方譲与税等

156 
3% 県債

523 
9%

歳入

5,615

人件費

1,127 
21%

公債費

723 
14%

扶助費

126
2%

普通建設事業費

1,116 
21%災害復旧事業費

100 
2%

物件費・補助費等

1,320 
25%

貸付金

454 
9%

その他

315
6%

歳出

5,281

普通会計決算の状況 （2） 歳入・歳出の概要（令和5年度）

実質収支175億円 = 歳入5,615億円 - （歳出5,281億円 + 翌年度繰越財源159億円）

（億円） （億円）

8

自主財源

（36%）

依存財源

（64%）

義務的経費

（37%）

その他経費

（40%）

投資的経費

（23%）



1,896 1,890 1,946 1,800 1,750 1,801 1,814 1,751 1,687 1,580 1,550 1,731 1,943 2,102 2,010

3,969
3,779 3,571 3,599 3,677 3,564 3,376 3,305 3,245 3,260 3,322

3,766
3,943 3,897

3,605

5,865 5,669 5,517 5,399 5,427 5,365 5,190 5,056 4,932 4,840 4,872 

5,497 
5,886 5,999 

5,615 

629 629 627 625 638 
684 

809 791 806 823 823 845 
891 928 957 

0

300

600

900

1,200

1,500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

自主財源 依存財源 地方税収入（右軸）

普通会計決算の状況 （3） 歳入規模の推移

（億円）

 令和5年度は、対前年度比▲6.4%、384億円の減額となった

 県債の繰上償還に活用する減債基金繰入金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等の減少などにより、全体として減少

した

（億円）
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1,329 1,316 1,176 1,191 1,257 1,278 1,056 1,054 930 977 1,076 1,155 1,215 1,177 1,216

2,307 2,370 2,283 2,253 2,193 2,233
2,167 2,053 2,186 2,115 2,095 2,055 2,038 2,168 1,976

2,115 1,785 1,897 1,808 1,786 1,675
1,795 1,750 1,620 1,542 1,474

1,996
2,303 2,295

2,089

5,751
5,471 5,356 5,252 5,236 5,186 5,018 4,857 4,736 4,634 4,645

5,206
5,556 5,640

5,281

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5
投資的経費 義務的経費 その他経費

普通会計決算の状況 （4） 歳出規模の推移

 令和5年度は、対前年度比▲6.4%、359億円の減額となった

 新型コロナウイルス感染症対策に係る医療提供体制の確保やＰＣＲ検査、消費喚起事業に伴う物件費・補助費等の減少などにより、

全体として減少した

（億円）
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普通会計決算の状況 （5） 県債発行額及び公債費

937 939

740
818 802

708
644 616 591 596 602 630 654

531 523

1,032
1,099

1,009
951 950 946

881

766

886
815 801

755 740

864

723

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

県債発行額 公債費

行政改革推進債や退職手当債といった

将来の財源を担保とした県債を

発行していない

 令和5年度決算：19年連続で公債費以下に発行額を抑制 【発行額 523億円＜公債費 723億円（元金678億円、利子45億円）】

（億円）
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普通会計決算の状況 （6） 県債残高 ①

7,887 7,573 7,280 7,104 6,897 6,604 6,330 6,182 5,947 5,810 5,740 5,755 5,789 5,694 5,733

2,205 2,501 2,665 2,838 3,018 3,182 3,517 3,592 3,607 3,592 3,522 3,434 3,359 3,166 2,972

10,092 10,074 9,945 9,942 9,915 9,786 9,847 9,774 9,554 9,402 9,262 9,189 9,148 8,860 8,705

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

通常債 臨時財政対策債

 普通会計全体の県債残高は、8年連続で減少傾向

 地方交付税で100%措置される臨時財政対策債を除いた通常県債残高は平成14年度（9,472億円）をピークに減少傾向

（億円） 臨時財政対策債

地方交付税の振替として発行する地方債。

後年度元利償還金の全額が地方交付税措置される。
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100.0 

96.0 

92.3 
90.1 

87.4 

83.7 
80.3 

78.4 
75.4 

73.7 72.8 73.0 73.4 72.2 72.7 

99.3 
97.0 

94.3 
92.0 

89.2 
86.0 

83.2 
81.7 

80.2 79.0 79.1 
80.8 81.6 

99.6 
97.5 

95.0 
92.8 

90.1 
86.8 

84.0 82.7 81.3 80.1 80.4 
82.2 83.1 

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5
島根県 全国平均 市場公募団体平均

地方債残高減少率は全国平均以上 （※ 臨時財政対策債除き、本県試算）

普通会計決算の状況 （6） 県債残高 ②

※ 満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を除く

※ H21年度末残高を100とした場合

※Ｒ5年度の全国平均、市場公募団体平均値は
Ｒ6.9月時点で不明のため未算定

 県債残高8,705億円のうち、実質的な負担部分は4割程度

 地方債残高減少率は全国平均以上

実質的な負担部分は4割程度

実質的な
負担部分

3,646億円

交付税で
措置される部分

2,087億円

臨時財政対策債

2,972億円

［残高］

8,705億円

58%

42%
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実質公債費比率の状況

区分

実質公債費比率 （参考）

早期健全化

基準

（参考）

財政再生

基準（3ヵ年平均） R3 R4 R5

実質公債費比率 6.5% 5.9% 8.3% 5.4% 25.0% 35.0%

公債費 5.1% 4.5% 6.9% 4.1%

公債費に準ずる経費 1.3% 1.4% 1.4% 1.3%

減債基金積立不足に
対する加算

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

 実質公債費比率は、3ヵ年平均（R3～R5）で6.5%
 全国順位は3位
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将来負担比率の状況

項目 算定額 構成比

分子
（A）

将
来
負
担
額

一般会計等の地方債現在高 916,784 88.2%
債務負担行為に基づく支出予定額 1,094 0.1%
公営企業会計の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 16,341 1.6%
組合等の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 1,125 0.1%
退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 93,143 9.0%
設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 10,327 1.0%
連結実質赤字額 0 0.0%
組合等の償還に充当可能な基金 0 0.0%
小計 1,038,814 100.0%

地方債の償還に充当可能な基金 ▲95,997
地方債の充当可能な特定の歳入 ▲9,746
地方債の償還に係る基準財政需要額算入見込額 ▲565,230

分母
（B）

標準財政規模 276,422
元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ▲49,159

将来負担比率 算定額 （A） / （B）×100 161.8% 早期健全化基準
400.0%

※ 「地方債現在高」には、満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を含む

 令和5年度の将来負担比率は、161.8%
 全国順位は20位

（百万円）
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H21

H22
H23H24H25H26

H27

H28

H29

R3

R2
R元

H30

R4 R5

17.3%（H21） → 6.5%（R5）

実質公債費比率・将来負担比率の全国比較

県債発行額の抑制などこれまでの取組により、将来的な負担を軽減

実質公債費比率

（将来負担比率）

将来負担比率全国平均
148.7%

実質公債費比率全国平均
10.1%

（実質公債費比率）

島根県

実質公債費比率 6.5%
将来負担比率 161.8%

実質公債費比率と将来負担比率の散布図

213.1%（H21） → 161.8%（R5）

将来負担比率
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貸借対照表（令和5年度決算）

公営企業決算（法適用事業）の状況 ①

 6つの企業会計（電気、工業用水道、水道、宅地造成、流域下水道及び病院事業）を設置し運営

 なお、いずれの会計も資金不足は生じていないため、資金不足比率※は該当なし

※ 表示単位未満四捨五入の関係
で、積み上げ額と合計が一致し
ない場合がある

（単位：百万円）

項目 電気 工業用水 水道 宅地造成 流域下水道 病院

資産

固定資産

22,964 2,513 31,895 56 40,706 25,009
有形固定資産 22,433 2,513 26,082 0 40,301 24,469
無形固定資産 505 0 5,813 0 404 4
投資 27 0 0 56 0 536

宅地造成

2,090
完成宅地 1,699
未成宅地 391

流動資産

4,353 554 1,712 825 1,618 5,602
現金及び預金 3,164 503 1,493 825 1,187 2,520
未収金 1,120 41 202 0 432 3,086
貯蔵品 55 5 16 0 0 97
その他 15 5 0 0 0 ▲ 101

繰延資産 0 0 0 0 0 0
合計 27,318 3,067 33,606 2,971 42,324 30,612

負債

固定負債

16,015 3,247 5,397 2,677 6,516 15,794
企業債 15,487 1,316 5,048 859 6,493 11,067
長期借入金 0 1,818 0 1,811 0 0
引当金 529 113 349 1 23 4,727
その他 0 0 0 6 0 0

流動負債

1,821 192 1,131 154 1,650 5,364
企業債 1,154 63 696 153 574 2,671
長期借入金 0 5 0 0 0 0
未払金及び未払費用 619 123 418 0 1,063 1,840
引当金 43 2 15 0 13 770
その他 6 0 1 0 0 84

繰延収益 900 476 9,573 0 30,524 6,883
合計 18,736 3,916 16,101 2,831 38,689 28,041

資本

資本金 6,313 398 17,488 304 1,062 1,845

剰余金

2,269 ▲ 1,247 17 ▲ 164 2,573 726
資本剰余金 2 38 385 30 2,151 872
利益剰余金 2,267 ▲ 1,285 ▲ 368 ▲ 194 422 ▲ 146

合計 8,582 ▲ 849 17,505 140 3,635 2,571

※ 資金不足比率：資金の不足額／事業の規模
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公営企業決算（法適用事業）の状況 ②

区分
事業名

概要
収益的収支 資本的収支 資金不足

比率（%）収入（A） 支出（B） 差引（A-B） 収入（C） 支出（D） 差引（C-D）

電気事業
水力発電所15ヵ所、風力発電
所1ヵ所、太陽光発電所4ヵ所が
稼働中

4,495 2,824 1,671 856 2,851 ▲ 1,995 －

工業用水道事業 2地域の立地企業へ供給 203 228 ▲ 25 169 236 ▲ 67 －

水道事業
県内6市1企業団に水道用水を
供給

2,092 2,025 67 460 1,143 ▲ 683 －

宅地造成事業
2ヵ所の工業団地造成事業を
実施

314 373 ▲ 59 153 178 ▲ 25 －

流域下水道事業

宍道湖流域3市の下水を処理
• 東部処理区：松江市、安来市
• 西部処理区：松江市（宍道町）、
出雲市

4,502 4,445 57 2,165 2,704 ▲ 539 －

病院事業

県立2病院を運営
• 県立中央病院：
一般病床等 568床

• 県立こころの医療センター：
精神病床 224床

23,254 24,009 ▲ 755 3,141 4,140 ▲ 999 －

令和5年度決算の状況
（単位：百万円）
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出資法人等の状況

団体名称
設立
時期

基本財産の額
（R6.3.31現在）

損益計算書（P/L）
正味財産増減計算書

貸借対照表（B/S）

業務概要

金額
県出資
等割合

経常
収益

経常利益
（損失）額

当期利益
（損失）額

資産
合計

負債
合計

資本合計
又は

正味財産

1 （公財）しまね海洋館 H9. 4 100 100.0% 729 1 ▲ 4 746 232 514 「島根県立しまね海洋館」の管理運営等

2 （公財）ふるさと島根定住財団 H4. 9 417 100.0% 695 ▲ 3 ▲ 4 1,941 186 1,755 若年者の県内就職とＵ・I ターンの促進に関する事業等

3 （公財）しまね女性センター H10.10 112 89.2% 162 2 1 184 17 167 「島根県立男女共同参画センター」の管理運営と男女共同参画の推進等

4 （公財）しまね自然と環境財団 H3. 7 133 92.5% 477 7 6 261 52 209 「島根県立三瓶自然館」ほかの管理運営等

5 （公財）しまね文化振興財団 H9. 3 200 100.0% 1,052 1 1 1,223 214 1,009 「島根県民会館」ほかの管理運営と文化事業の実施等

6 （公財）しまね国際センター H1.11 1,288 78.6% 106 9 9 1,695 38 1,657 多文化共生の地域づくり、国際交流・協力に関する活動の支援等

7 （公財）島根県障害者スポーツ協会 S54. 5 248 78.4% 54 0 0 272 21 251 障がい者スポーツ活動の振興および選手の強化・育成等

8 （公財）島根県みどりの担い手育成基金 H5. 3 1,432 88.4% 33 0 0 1,443 10 1,433 林業担い手の確保・育成に関する事業等

9 （公社）島根県林業公社 S40. 6 450 50.0% 1,250 ▲ 14 ▲ 219 83,976 61,884 22,092 分収造林契約等による森林の造成、育成等

10 （一財）くにびきメッセ H3. 9 809 63.7% 357 ▲ 25 ▲ 34 1,123 77 1,046 産業交流施設の管理運営、コンベンションの誘致支援等

11 （公財）しまね産業振興財団 H11.4 146 100.0% 1,362 ▲ 70 ▲ 67 3,543 1,486 2,057 県内産業の高度化、新たな産業の育成等に関する事業

12 〔特〕島根県土地開発公社 S48. 4 30 100.0% 2,069 20 20 10,866 8,147 2,719 公共用地の取得、管理、処分および宅地造成事業等

13 〔特〕島根県住宅供給公社 S40.12 10 100.0% 1,714 78 ▲ 18 7,361 3,172 4,189 積立分譲住宅、宅地開発、賃貸住宅事業等

14 （公財）島根県建設技術センター H8. 3 100 100.0% 163 42 42 267 22 245 建設技術に関する研修事業等

15 （公財）島根県暴力追放県民センター H4. 5 429 70.0% 17 1 1 441 1 440 暴力団員による不当行為の相談、被害者救済等

16 （公財）島根県環境管理センター H4. 3 224 31.2% 846 214 223 6,875 2,143 4,732 産業廃棄物最終処分場の管理運営等

17 （公財）しまね農業振興公社 S45. 8 229 0.4% 553 ▲ 3 ▲ 3 1,941 1,476 465 農地保有合理化、農業担い手の確保・育成に関する事業等

 「島根県が出資する法人等の健全な運営に関する条例」を設置し、各団体の経営評価を実施

 各団体の自己評価と県の評価を議会に報告しており、財務情報等の経年分析や団体の方向性等を整理・公表

「島根県が出資する法人等の健全な運営に関する条例」に基づき経営評価を行っている団体等の令和5年度決算の状況
（単位：百万円）
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3. 財政改革の取組



「財政運営指針」（H29～） → 「中期財政運営方針」（R2～6） 取組中

財政健全化に向けた取組

「財政健全化基本方針」（H20～29）

収支改善目標

目標達成

• 行政の効率化・スリム化

• 事務事業の見直し

• 財源の確保

① 財政調整のための基金の確保

島根創生の実現と健全な財政運営の両立

 厳しい財政状況のなかにあっても、人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる島根創生の実現に向け、産業振興、

子育て支援、中山間地域・離島対策、社会インフラの整備などを拡充していくための事業費を確保しつつ健全な財政運営と

の両立を目指す

 概ね10年後において、130億円程度の規模の基金を確保した上で、給与の特例減額などの特例措置なしに収支を均衡

〔4つの柱〕

※ 国土強靱化除き

H29年度 250億円程度

目標

175億円

② 県債残高の管理

R6末目標

（R元末残高見込み）

見込み（R6.10 見通し）： 251億円

5,632億円

R6末目標

（R元末通常県債

残高見込み）

見込み（R6.10 見通し）： 5,131億円

220億円程度 5,400億円程度
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スクラップ・アンド・

ビルドの徹底

行政の効率化・

最適化の推進

県有財産の売却など

による財源の確保

決算剰余金等を活用

した財政基盤の強化



4. 島根創生計画の概要



若い人達が安心して島根で暮らし続けて、

子どもを1人、2人、3人と産み育てたいと思

うことができ、その希望をかなえるための

子育て支援の充実や、働きやすい環境の整

備をします。

1 結婚・出産・子育て

への支援

1

島根の経済を支えている第1次、第2次、第3
次産業の活力を高め、所得を引き上げ、若

者の雇用を増やします。

1 魅力ある農林水産業づくり

2 力強い地域産業づくり

3 人材の確保・育成

「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指して ①

人口減少がいち早く進んできた中山間地

域・離島と人口が集積した都市部が、共存・

連携して共に発展する地域づくりを進める

とともに、それを支える社会基盤を整備し

ます。

1 中山間地域・離島の暮らしの確保

2 地域の強みを活かした圏域の発展

3 地域の経済的自立の促進

4 地域振興を支えるインフラの整備

 将来像を実現するための3つの柱、8つの基本目標 （令和2年3月に策定 5ヵ年計画）

【第1編】 人口減少に打ち勝つための総合戦略
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1
2
3

1
2
3
4

自分たちの生まれ育った地域の価値につい

て子どもの頃から学ぶ活動やＵターン・

Ｉターン支援により、島根に愛着と誇りを持

ち、将来の島根を支える人をふやします。

1 島根を愛する人づくり

2 新しい人の流れづくり

3 女性活躍の推進

1
2
3



「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指して ②

【第2編】 生活を支えるサービスの充実

【第3編】 安全安心な県土づくり

教育の充実や、スポーツ・文化芸術の

振興などを通じて、県民一人ひとりが生き

生きと心豊かに暮らせる社会をつくります。

1 教育の充実

2 スポーツ・文化芸術の振興

3 人権の尊重と相互理解の促進

4 自然、文化・歴史の保全と活用

保健・医療・介護を充実させるとともに、

支え合いにより県民一人ひとりが生きがい

をもって安心して暮らせる地域共生社会の

実現を進めます。

1 保健・医療・介護の充実

2 地域共生社会の実現

県民の安全安心な暮らしを守るために、

防災対策を推進するとともに、食の安全を

はじめとする安全な日常生活を確保します。

1 防災対策の推進

2 安全な日常生活の確保

県民の日常生活を支える地域生活交通な

どの生活基盤の確保や、暮らしをとりまく

豊かな環境の保全に取り組みます。

1 生活基盤の確保

2 生活環境の保全
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5. エネルギー価格・物価高騰対策



エネルギ―価格・物価高騰対策

資金繰りの支援

 低利な資金の創設や制度融資の保証料率の引き下げなどを引き続

き行い、中小企業者や農林水産事業者の資金繰りを支える

畜産飼料の価格高騰に対する支援

 令和4年度から実施している配合飼料価格高騰に対する補てん金に

ついて、制度を見直した上で継続し、畜産農家を支援する

 県産粗飼料の利用をさらに拡大・定着させるため、畜産農家が飼料

を生産する耕種農家と連携を図る取組を支援する

エネルギーコスト削減等のための設備投資を支援

 中小企業者や農林水産事業者、社会福祉法人等が行う省エネ・省コ

スト化等のための設備投資を支援する

観光地の再生・高付加価値化

 観光地の施設整備を市町村と協調して支援し、観光地・観光産業の

再生・高付加価値化を後押しする

県内経済を守り、回復させる施策Ⅰ

家庭での再生可能エネルギーの設備導入を支援

 家庭での住宅用太陽光や蓄電池設備などの導入を支援する

特別支援学校等の給食費などの支援

 特別支援学校等の給食費や

「子ども食堂」の運営経費を支援

県民生活の支援Ⅱ

業務受託事業者及び指定管理者の賃金引上げの促進

 人件費や物価の上昇を踏まえ、県が委託する施設維持管理費などの

経常的な委託料等や指定管理料を増額し、県内事業者の賃金引上げ

を側面支援する

その他Ⅲ
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6. 当初予算の状況



予算の4つの柱

一般会計当初予算の状況 予算額推移

5,271 5,355 5,322 5,277 5,312 5,272 5,300 5,202 5,118 

4,520 
4,687 4,750 4,670 

4,821 4,824
4,617

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

令和6年度一般会計当初予算 4,617億円 （対前年度比 ▲207億円、▲4.3%）

（注）H30当初予算から中小企業制度融資等預託金を特別会計に移行

（億円）
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感染症対策及びエネルギー

価格・物価高騰対策
Ⅰ

50億円

人口減少に打ち勝つための

総合戦略の推進
Ⅱ

846億円

生活を支えるサービスの

充実
Ⅲ

724億円

安全安心な県土づくりⅣ

735億円



7. 起債運営について



全国型

市場公募債

（H18～20） 100億円 （H24） 300億円 （H27） 250億円 （H30） 400億円 （R3） 420億円

（H21～22） 200億円 （H25） 300億円 （H28） 480億円 （R元） 500億円 （R4） 296億円

（H23） 400億円 （H26） 420億円 （H29） 400億円 （R2） 420億円 （R5） 250億円

全国型市場公募債

【新発債】

20年債 100億円

5年債 69億円

【借換債】

5年債 81億円

グリーン共同債

【新発債】

10年債 10億円

県債資金調達の推移

200 200 200 249 237 222 210 237 243 241 277 295 294 204 179

200 51 63
198

40

243 157 159
223 125 126

92 81
142 166

205
229 227

222

263

231
223 239

197
154 135

99 178

253 133

100 176 123

350

234

229
177 178

182

152
92

50 50

584
566

328 337
337

263

171

149

125 116
128

181
225

228 166

1,190
1,072 1,040 1,045

988

1,256

918

1,089

925 933
1,007

907 872

673 654

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

その他（国の予算貸付など） 市場公募債(新発債) 市場公募債(借換債)
市中銀行・その他金融機関(新発債) 市中銀行・その他金融機関(借換債) 政府資金・地方公共団体金融機構

 長期的・安定的資金確保のため、平成18年度から全国型市場公募債を導入

 令和5年度からグリーン共同発行市場公募地方債を発行

借入先別県債発行額の推移（借換債を含む）

（億円）

地元金融機関引受

【新発債】

10年債 178億円

【借換債】

10年債 50億円
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全国型市場公募地方債・グリーン共同債の発行

銀行団（4）

山陰合同銀行

みずほ銀行

SBI新生銀行

三井住友銀行

証券団（12）

みずほ証券

大和証券

SMBC日興証券

野村證券

東海東京証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

岩井コスモ証券

岡三証券

ゴールドマン・サックス証券

丸三証券

あおぞら証券

SBI証券

H26 H27 H28 H29

発行額 200億円 120億円 100億円 150億円 100億円 380億円 100億円 300億円 100億円

発行月 11月 2月 3月 9月 11月 9月 11月 9月 11月

年限 5年 30年 5年 30年 5年 20年：150億
30年：230億 5年 20年：180億

30年：120億 5年

形態 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団

H30 R元 R2 R3

発行額 300億円 100億円 350億円 150億円 270億円 150億円 270億円 150億円

発行月 9月 11月 9月 11月 9月 11月 9月 11月

年限
20年：150億

30年定：150億 5年 20年：150億
30年定：200億 5年 20年：150億

30年定：120億 5年 20年：120億
30年定：150億 5年

形態 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団

R4 R5 R6

発行額 196億円 100億円 150億円 105億円 5億円 200億円 105億円 未定

発行月 9月 11月 9月 11月 3月 9月 11月 3月

年限
20年：102億

30年定：94億 5年 5年： 50億
20年：100億

シ団
5年：100億

ｸﾞﾘｰﾝ共同債
10年：5億

10年 5年：100億
10年：100億

シ団
5年：100億

ｸﾞﾘｰﾝ共同債
10年：5億

10年

形態 主幹事 シ団 主幹事
シ団

ｸﾞﾘｰﾝ共同債
ｸﾞﾘｰﾝ共同債 主幹事

シ団
ｸﾞﾘｰﾝ共同債

ｸﾞﾘｰﾝ共同債

令和6年度公募引受シンジケート団 編成表 及び 発行実績・予定
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〒690-8501 松江市殿町1番地

TEL：0852-22-5036 FAX：0852-22-6264

島根県総務部財政課 予算第五係

e-mail：zaisei@pref.shimane.lg.jp
URL： http://www.pref.shimane.lg.jp/zaisei/

mailto:zaisei@pref.shimane.lg.jp
http://www.pref.shimane.lg.jp/zaisei/

